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 用語解説 

本文の用語ほか環境に関する用語を掲載しています。

 

【アスベスト】 

天然に産出する繊維状けい酸塩鉱物の総称。石綿（せ

きめん、いしわた）とも呼ばれる。耐久性や耐熱性があ

り、建築材料等に使用されてきたが、繊維を吸入するこ

とで肺がんを起こす可能性があることから、現在は原

則として製造や使用が禁止されている。 

【アダプト活動】 

「アダプト」（英語）とは、「養子にする」という意味。

道路や公園などの公共の場所をわが子のように慈しみ、

愛情をもって面倒を見る＝清掃・美化する活動を行う

仕組みの活動。 

【違法簡易広告物追放推進団体制度（とよなか美は

り番）】 

豊中市が行う違法屋外広告物の除却を地域団体等に

委任し、地域に密着した市民・事業者の団体と行政のパ

ートナーシップに基づき、美観向上と危害防止に障害

となる違法な広告物を許さない地域環境づくりを推進

している。平成15年度に創設。 

【雨水貯留・雨水利用】 

雨水を貯留し、トイレの洗浄水や植木の散水、洗車、

防火用水等に有効利用する。上水道の節水や洪水など

の災害防止などの効果が得られる。 

【エコドライブ】 

地球温暖化防止など、環境負荷の低減に配慮した自

動車運転の方法。急発進、急加速をやめる、アイドリン

グ禁止、タイヤの空気圧の適正化などを心がけるもの。 

【大阪府公共用水域測定計画】 

水質汚濁防止法の規定により、大阪府域の公共用水

域の水質を常時監視するために行う水質等の測定につ

いて、測定する項目、測定の地点および方法その他必要

な事項を定めたもの。 

【屋上緑化・壁面緑化】 

屋上緑化とは、建築物の屋上など、構造物上に人工の

地盤をつくり、そこに植物を植えて緑化すること。壁面

緑化は、建築物等の壁面をつる性植物などで覆う緑化

のこと。緑化によって、ヒートアイランド現象の緩和、

省エネルギー、大気の浄化等の効果がある。 

【温室効果ガス】 

Greenhouse Gas,GHGとも表す。太陽からの熱を地

球に封じ込め、地表を暖める働きがあるガスのこと。

「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、二酸化炭

素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）のほ

か、ハイドロフルオロカーボン類（HFC）、パーフルオ

ロカーボン類（PFC）、六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化

窒素（NF3）を加えた7ガスが削減対象の温室効果ガス

と定められている。 

 

か 行 

【カーボンオフセット】 

日常生活や経済活動に伴う温室効果ガスの排出につ

いて、どうしても削減できない排出を他で埋め合わせ

ること。埋め合わせの手法として、温室効果ガスの削減

活動に投資することや、他の場所で削減された二酸化

炭素削減量をクレジットという形で購入するなどの手

段がある。 

【環境影響評価（環境アセスメント）】 

「豊中市環境の保全等の推進に関する条例」に基づ

き、一定規模以上の開発行為等を行う場合、それが周辺

の環境にどのような影響を与えるかについて、事業者

が事前に調査、予測などをするとともに、環境を守るた

めの対策を検討し、環境保全の観点からよりよい事業

計画をつくりあげていこうという制度。 

【環境基準】 

環境基本法に基づいて、政府が定める環境保全行政

上の目標。人の健康の保護および生活環境の保全のう

えで維持されることが望ましい基準として定められた

もの。大気、水質、土壌、騒音について定めているが、

振動については定められていない。ダイオキシン類に

関しては、ダイオキシン類対策特別措置法に基づいて、

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染について定められている。 

【緩和策】 

温室効果ガスの排出量を削減する（または植林等に

よって吸収量を増加させる）対策のこと。 

【環境配慮指針】 

環境基本条例の理念を実現するために、豊中市環境

の保全等の推進に関する条例に基づいて、開発や建設・

事業活動等に際して配慮する内容を示したもの。 

あ 行 
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【協働】 

まちづくり等の事業において、市民・ＮＰＯ法人・事

業者・行政等の各主体が、目的を共有し、対等な立場で

相互に理解を深めながら、それぞれの特性を活かして

協力・連携して取り組むこと。 

【グリーン購入法】 

国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低

減に資する製品・サービス）の調達を推進するとともに、

環境物品等に関する適切な情報提供を促進することに

より、需要の転換を図り、 持続的発展が可能な社会の

構築を推進することを目指す法律のこと。 

【光化学オキシダント】 

工場や自動車から排出される一次汚染物質が、太陽

の紫外線照射を受けて光化学反応を起こすことによっ

て生成される酸化性物質のうち、二酸化窒素を除いた

もの。光化学オキシダントは、光化学スモッグの原因と

なり、高濃度では粘膜への影響などのほか、農作物など

への影響も報告されている。 

 

さ 行 

【再生可能エネルギー】 

「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源

の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に

関する法律（エネルギー供給構造高度化法）」で「エネ

ルギー源として永続的に利用することができると認め

られるもの」と定義されている。太陽光、風力、水力、

地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、

バイオマスが指定されている。 

【里山】 

人間によって管理・維持された森林や水田を含む複

数の生態系が入り組んでいる地域一帯のこと。 

【シェアサイクル】 

シェアサイクルは、都市内に複数のポート（自転車の

貸し出し・返却場所）を配置し、いつでもどのポートで

も自転車の貸し出し・返却が可能な、短時間・短距離の

移動を目的とした新しい都市交通システム。 

【事業系ごみ】 

事業活動により発生したすべてのごみのことで、「一

般廃棄物」と「産業廃棄物」の２つに分類される。 

【事業系ごみ減量マニュアル】 

平成 30 年（2018 年）策定の「第４次豊中市一般廃

棄物処理基本計画」において、「令和9年(2027年度)ま

でに、事業系ごみの排出量を約 5 千ｔ削減する」目標

に基づき、ごみ減量の進め方や廃棄物の適正処理など、

事業者が目標への取組みに活用できる情報が掲載され

ているもの。 

【集団回収】 

市内の自治会・婦人会・子ども会・老人会・ＰＴＡ・

管理組合など営利目的でない団体が事前に登録し、地

域で再生資源（新聞、布類、雑誌・雑がみ、ダンボール、

紙パック、アルミ缶、スチール缶）を回収するしくみで、

回収量に応じた報奨金を受け取ることができる。 

【循環型社会】 

ごみをなるべく出さずに、物質資源の再使用や廃棄

物の再利用で、天然資源の消費量を減らし、環境負荷を

できるだけ少なくした社会。従来の「大量生産・大量消

費・大量廃棄型社会」に代わり、今後めざすべき社会像

として、平成12年(2000年)に「循環型社会形成推進基

本法」が制定された。 

【省エネルギー（省エネ）】 

使用するエネルギーをより少なくして、同じ効果を

得ること。昭和54年(1979年)に「エネルギーの使用の

合理化に関する法律」略称「省エネ法」が定められてお

り、その中で「エネルギーを使用する者は、～中略～エ

ネルギーの使用の合理化に努めなければならない」と

あり、エネルギーを使用する事業者に省エネに取り組

むことを求めるとともに、国民の理解と協力を求めて

いる。 

【庄内コラボセンター（ショコラ）】 

南部地域の施設を統合し、地域の新たな拠点として

令和 5年（2023 年）2 月にオープンした施設。子育て

支援センターや図書館等 9つの施設が入居している。 

【食品ロス】 

食品廃棄物のうち、食べ残しや賞味期限切れに伴い

廃棄されたものなど、本来食べられるにもかかわらず

捨てられているもの。 

【水素イオン濃度(ｐＨ)】 

溶液中の水素イオンの濃度を言い、酸性やアルカリ

性の程度を示す指標。ｐＨ７を中性、それ以上はアルカ

リ性、それ以下は酸性を示す。河川水は通常 ｐＨ5.8

～ｐＨ8.5を示すが、汚染や植物プランクトンの光合成

等の要因により酸性にもアルカリ性にもなる。 

【スマートハウス】 

太陽光発電等でエネルギーを作り、蓄電システムで

エネルギーを貯め、外壁や窓等の断熱性能を高め、高効

率な省エネルギー設備の導入により、エネルギー消費

量を大幅に減らすとともにITを活用してエネルギーを

賢く使う住宅のこと。 
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【生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)】 

水中の有機物が微生物の働きによって分解されると

きに消費される酸素の量。河川の有機汚濁を測る代表

的な指標で、数値が大きいほど水質汚濁が著しいこと

を示す。 

【生物多様性】 

生き物たちの豊かな個性とつながりのことで、これ

らの生命は一つひとつに個性があり、直接または間接

的に支え合って生きている。「生態系の多様性」、「種の

多様性」、「遺伝子の多様性」の 3 つのレベルの多様性

がある。 

 

た 行 

【ダイオキシン類】 

ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン(ＰＣＤＤ)、ポリ

塩化ジベンゾフラン(ＰＣＤＦ)およびコプラナーポリ

塩化ビフェニル(Ｃｏ-ＰＣＢ)の総称。その発生源は廃

棄物焼却のほか、燃焼工程を持つ製造業、農薬の不純物、

ＰＣＢ製品等が指摘されている。 

【脱炭素社会】 

温室効果ガスの排出量と吸収量・除去量が均衡し、実

質ゼロとなる「カーボンニュートラル」を実現する社会。 

【地球温暖化】 

石油・石炭等の大量消費により、二酸化炭素やメタン

などの温室効果ガスの排出量が大幅に増加し、地球の

気温が上昇すること。 

【窒素酸化物(ＮＯｘ)】 

一酸化窒素(ＮＯ)や二酸化窒素(ＮＯ₂)等窒素酸化物

(ＮＯｘ)の総称。主に化石燃料の燃焼に伴って発生し、

その発生源としては工場のボイラー等の固定発生源や

自動車等の移動発生源がある。窒素酸化物は、酸性雨や

光化学オキシダントの原因物質となる。 

【低公害車】 

電気自動車、燃料電池自動車、プラグイン・ハイブリ

ッド自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイ

ブリッド自動車および低燃費かつ低排出ガス認定車を

いう。 

【低炭素社会】 

地球温暖化の原因とされる二酸化炭素をはじめとす

る温室効果ガスの排出を抑制し、究極的には、温室効果

ガスの排出を自然が吸収できる量以内にとどめるため、

産業・行政・市民生活などあらゆる部門において、二酸

化炭素の排出を最小限にするための取組みを進めてい

く社会のこと。 

【適応（適応策）】 

温室効果ガスの排出削減や吸収対策といった「緩和

策」と併せ、気候変動の影響による被害の発生を抑制し、

または被害を生じても 速やかに回復できるよう事前

に備えること。 

【電気のＣＯ２排出係数】 

電気によるＣＯ２排出量を算出するときに用いる数値。

電気を使用する機器は直接ＣＯ２を排出しないが、その

電気を作っている発電所でＣＯ２を排出している。家庭

や事業所等での電気の使用によるＣＯ２の排出量は、

「電気使用量」に電気を供給する電力会社が算出する

「排出係数」を乗じて算出している。排出係数は、電力

会社の火力、原子力、水力等といった発電方法の割合に

よって異なり、毎年変動する。 

【電力の自由化】 

平成28年（2016年）4月1日以降、電力の小売業へ

の参入が全面自由化され、家庭や商店も含む全ての消

費者が、電力会社や料金メニューを自由に選択できる。 

【透水性舗装】 

雨水を多孔質な表層から路盤、路床に透水保水させ

る舗装のこと。雨天時の歩行快適性の向上、地下水の涵

養のほか、間隙水の蒸散による路面温度上昇の緩和等

の効果がある。 

【豊肥(とよっぴー)】 

豊中市の小学校の給食から排出される生ごみと街路

樹などの剪定(せんてい)枝を緑と食品のリサイクルプ

ラザで堆肥(たいひ)化し、できあがった豊中市独自の土

壌改良材のこと。出来上がったとよっぴーは市民の手

によって一般や環境学習に配布され、これを使って育

てた野菜が学校給食の食材の一部として提供され、食

の循環の輪が形成されている。 

【豊中アジェンダ２１】 

市民･事業者･行政が「協働」と「パートナーシップ」

により推進する行動計画で、豊中市における「ローカル

アジェンダ２１」に位置づけられている。行政計画であ

る「豊中市環境基本計画」と両輪となって環境への取組

みを進めるための計画で、平成11年(1999年)3月に策

定された。平成30年（2018年）に第３次を策定し、令

和 5年（2023年）6月に改定された。 

【豊中エコショップ制度】 

廃棄物の発生抑制や再資源化等の環境に配慮した取

組みを行っている豊中市内の店舗等を「豊中エコショ

ップ」として豊中エコショップ制度運営協議会が認定

し、事業者の環境への意識の高揚を図るとともに、市民

に事業者の取組みについて周知することで、廃棄物の
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減量等をよりいっそう推進することを目的に平成 25 年

(2013年)５月20日に創設。 

【とよなか公園魅力アップツリー事業（寄付樹木植

樹事業） 

第2次豊中市みどりの基本計画の基本理念である「ま

ちなかに人とみどりの笑顔があふれる豊中」の実現に

向けた事業の一つとして、市民や事業者からの寄付で

公園に樹木を植え、公園の魅力向上を図る事業。寄付に

より植樹される樹木には名前やメッセージを書いたプ

レートを設置できる。 

【豊中市一般廃棄物処理基本計画】 

「廃棄物処理法」および「廃棄物の減量及び適正処理

等に関する条例」に基づき、循環型社会の構築に向けて

豊中市が取り組む基本施策と、市民・事業者・行政が取

り組むべき基本方向を定めた計画。第４次計画は平成

30 年（2018 年）に策定し、「協働で取り組む循環型社

会の構築」を基本理念として定め、減量目標として、令

和 9年度（2027年度）に平成 28年度（2016年度）実

績より焼却処理量を8％削減させ、大阪府内自治体の上

位水準を上回ることを掲げた。 

【豊中市環境基本計画】 

平成７年(1995年)10月に制定された豊中市環境基本

条例に基づき、市のめざす目標と施策の枠組みを示す

計画。「第３次豊中市環境基本計画」は平成 29 年度

(2017年度)に策定し、令和９年度(2027年度)までの10

年間を計画期間とし、市民・事業者・行政のパートナー

シップのもとで総合的に環境問題に取り組むこととし

ている。 

【豊中市環境審議会】 

学識経験者・市民・事業者・市民団体などで構成され

ており、環境基本計画に関することや、環境の保全およ

び創造に関する基本的事項を調査審議する市長の附属

機関である。 

【豊中市地球温暖化対策実行計画】 

平成11年(1999年)に施行された「地球温暖化対策の

推進に関する法律」に基づき、市の事務・事業から排出

される温室効果ガス排出量削減計画を定めた計画。第

４次計画を平成29年度(2017年度)に策定し、令和４年

度に見直しを行った。これにより、令和９年度(2027年

度)までに、平成25年度(2013年度)比42％削減に向けた対

策を進めることとしている。 

【豊中市地球温暖化防止地域計画・チャレンジ －
マイナス

70 プラン】 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」「豊中市環境

の保全等の推進に関する条例」に基づき、平成 19 年

(2007年)11月に策定。平成 30年（2018年）3月に第

２次豊中市地球温暖化防止地域計画・チャレンジ －
マイナス

70

プランを策定し、市民１人あたり温室効果ガス排出量

を平成２年度(1990 年度)比で令和９年度(2027 年度)ま

でに32.1％削減する目標を設定。 

【第 2次豊中市地球温暖化防止地域計画（改定）～と

よなか・ゼロカーボンプラン～】 

平成30年（2018年）3月に策定した「第2次豊中市

地球温暖化防止地域計画（チャレンジ・マイナス70プ

ラン）」を見直し、令和4年（2022年）3月に策定。市

民１人あたり温室効果ガス排出量を平成 2 年度（1990

年度）比で令和9年度（2027年度）までに38.3%削減、

令和 32 年度（2050 年度）までに実質ゼロにする目標

を設定。 

【豊中市みどりの基本計画】 

平成 11 年(1999 年)5 月に策定された「都市緑地法」

に基づく、市の緑地の保全および緑化の推進に関する

基本計画。平成 27 年度（2015 年度）から 3 ヶ年かけ

て見直しが行われ、平成29年度（2017年度）に、第２

次豊中市みどりの基本計画が策定されている。 

【とよなか市民環境会議】 

豊中市において平成8年(1996年)に、市民・ＮＰＯ・

事業者・行政が互いに協力し、地球環境を守るために発

足した、市長を会長とするパートナーシップ組織であ

り、平成28年（2016年）に 20周年を迎えた。平成19

年度（2007年度）に、市域で積極的に環境活動に取り

組む市民団体や事業者を表彰する「とよなかエコ市民

賞」を創設したほか、市民・事業者・行政の行動計画で

ある「豊中アジェンダ２１」を策定している。 

【豊中市立環境交流センター】 

環境情報サロンとリサイクル交流センターを統合し、

平成 25 年(2013 年)４月にオープンした施設。「ＮＰＯ

法人とよなか市民環境会議アジェンダ２１」が指定管

理者として運営しており、地球環境の保全等に関する

活動や教育のための交流の場として、情報の提供やイベ

ントの開催等が行われている。 

 

な 行 

【ナッジ】 

「nudge：そっと後押しする」という意味で、行動科

学の知見を活用し、人々が自発的に望ましい行動を選

択するよう促す仕掛けや手法のこと。ライフスタイル

の自発的な変革を創出する新たな政策手法として実証

実験等が進められている。 

【二酸化いおう(ＳＯ２)】 

大気汚染物質のひとつ。いおう分を含む石炭や石油
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等化石燃料の燃焼により生じ、呼吸器疾患等を引き起

こす。四日市ぜんそく等の公害病の原因物質として知

られているほか、酸性雨の原因物質ともなる。 

【二酸化炭素(ＣＯ２)】 

動物の呼吸や、石油、石炭等の化石燃料の燃焼によっ

て発生する気体。炭酸ガスともいう。大気の一成分であ

り、それ自体は有害ではないが、地上から放出される熱

を吸収し、地球外に熱が逃げにくくなる働きがあるた

め、その濃度が高まると地球温暖化を招く。 

【熱帯夜】 

夕方から翌日の朝までの最低気温が摂氏 25℃以上に

なる夜のこと。このような日は夜間でも非常に暑くて

寝苦しいので、暑さを表す指標として用いられている。 

 

は 行 

【パートナーシップ】 

市民・ＮＰＯ・事業者・行政などが、自分たちの役割

や責務を自覚することを通じて築いていく、協力関係

のこと。 

【揮発性有機化合物(ＶＯＣ)】 

揮発性があり大気中でガス状となる有機化合物の総

称で、浮遊粒子状物質および光化学オキシダントの原

因物質の一部。塗料、印刷インキ、接着剤、洗浄剤等に

含まれ、トルエン、キシレン、酢酸エチル等多種多様な

物質が含まれる。 

【ヒートアイランド(現象)】 

都市部にできる局地的な高温域のことで、冷房など

の空調排熱、コンクリートとアスファルト面の増大に

よる蓄熱量の増加などにより温度が上がる現象。緑地、

水面の減少による蒸散効果の減少も要因の一つ。等温

線が島状になることからこの名前がついている。 

【フードドライブ】 

家庭で余っている食品（消費・賞味期限内）を持ち寄

り、フードバンク等を通じて、それを必要としている福

祉団体、施設に寄付する活動のこと。 

 

ま 行 

【窓断熱】 

断熱機能を持たせた窓を設置すること。「断熱」とは、

窓を通じて伝わる熱の量を小さくすること。伝わる熱

の量が小さい窓は、夏に室温を上がりにくくし、冬は下

がりにくくなる。 

【みどり率】 

樹林・樹木、草地、農地、水面（河川・水路やため池）、

屋上緑化の面積の合計が市域全体の面積に占める割合。

豊中市が独自に設定した指標。 

 

や 行 

【有害大気汚染物質】 

「大気汚染防止法」で、大気中に低濃度であっても長

期間に渡ってばく露することにより健康影響が生ずる

おそれがあると指定された物質。現在、248物質が指定

されており、さらにそのうち健康リスクが高く優先的

な排出抑制の取組みが必要な物質(優先取組物質)とし

て 23物質が指定されている。その中で５物質に環境基

準が課せられている。 

【余剰電力】 

発電した電力のうち、自家消費した分を差し引いた

残りの電力のこと。 

ら 行 

【リデュース、リユース、リサイクル】 

「３Ｒ」ともいう。リデュースは「発生抑制」、リユ

ースは「再使用」、リサイクルは「再生利用」のこと。

廃棄物をできるだけ出さない社会をつくるための基本

的な考え方。平成12年(2000年)に制定された「循環型

社会形成推進基本法」では、廃棄物処理やリサイクルの

優先順位を(1)リデュース(2)リユース(3)リサイクルと

し、さらに(4)熱回収(サーマルリサイクル)(5)廃棄物の

適正処理としている。 

【緑地協定】 

都市緑地法に基づき、地域の良好な環境を確保する

ため、土地所有者などの全員の合意により、市長の認可

を受けて緑地保全または緑化に関する協定が結ばれる

制度。 

【緑被率】 

樹林地、農地、公園緑地などみどりで覆われた土地(緑

被地)の面積を、地域の行政面積で除した割合。豊中市

では、樹林･樹木に覆われた土地の面積の合計が市域全

体の面積に占める割合を緑被率と定義している。 

 

数字・アルファベット 

【ＮＰＯ
エヌピーオー

】 

「Nonprofit Organization(ノンプロフィット・オー

ガニゼーション)」の略で、日本語では「民間非営利活

動組織」と呼ばれている。平成10年(1998年)にはＮＰ

Ｏ法(特定非営利活動 促進法)ができ、法人として認め

られるようになった。活動分野は「福祉・保健」「教育」

「環境」「文化」「人権」「国際協力」「消費」など。 
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【ＮＰＯ法人とよなか市民環境会議アジェンダ２１】 

平成 8 年(1996 年)に発足した「とよなか市民環境会

議」のワーキンググループから「とよなか市民環境会議

アジェンダ２１」として自立し、平成15年(2003年)に

ＮＰＯ法人格を取得した組織。 

【ＰＤＣＡ
ピーディーシーエー

サイクル】 

計画(Plan)を立てて、実施(Do)した結果を、点検

(Check)し、見直す(Act)、継続的改善を目的とした仕組

み。 

【ＰＭ
ピーエム

2.5(微小粒子状物質)】 

大気中に浮遊している2.5μm以下の小さな粒子。肺

の奥深くまで入りやすく、呼吸器系および循環器系へ

の影響が懸念されている。 

【ＳＤＧｓ
エスディージーズ

】 

国連の「持続可能な開発サミット」（2015年９月）で

採択された 17 のゴールと 169 のターゲットからなる

開発目標のこと。それまでの開発目標には含まれてい

なかった平和や暴力等の課題、格差の拡大や環境問題

等にも取り組む包括的なもの。各目標は密接に関連し

ており、経済、社会、環境の 3つの側面のバランスのと

れた、持続可能な開発をめざしている。 

【ＳＤＧｓ
エスディージーズ

未来都市】 

地方公共団体による SDGs の取組みをさらに推進し

ていくため、モデルとなる先進都市を「SDGs未来都市」

として内閣府が選定するもの。SDGs の理念に沿った

基本的・総合的取組みを推進しようとする都市・地域の

中から、特に、経済・社会・環境の三側面の統合的取組

みによる相乗効果、新しい価値の創出を通して、持続可

能な開発を実現するポテンシャルが高い都市・地域が

選定される。 

【ＺＥＨ
ゼ ッ チ

】 

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略称。

建物の高断熱化と高効率設備により、快適な室内環境

と大幅な省エネルギーを同時に実現した上で、太陽光

発電等によってエネルギーを創り、年間に消費する正

味（ネット）のエネルギー量が概ねゼロ以下となる住宅

のこと。 
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